
保険料免除制度が利用しやすくなりました。
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国民年金は老後のためだけではありません。万が一、障害や死亡といった
不慮の事態が発生したときに、障害基礎年金・遺族基礎年金であなたとご
家族をサポートします。

★国民年金保険料の納付が経済的に困難な場合は、「保険料の全額免除制度」

　または「一部納付制度」をご利用ください。

★これまでの全額免除と半額納付に加え、新たに4分の1納付と4分の3納付が

　加わり、「全額免除制度」と「3種類の一部納付制度」になりました。

一部納付制度は、納付すべき保険料を納付され

なかった場合は、未納と同じ扱いになり、将来の

老齢基礎年金の額に反映されず、また、万が一の

時の障害基礎年金や遺族基礎年金を受給できな

い場合があります。

※保険料の追納には納付書が必要です。住所地を管轄する社会保険事 
　務所で納付書を作成しますので、電話などでお申し込みください。

「3種類の保険料一部納付（免除）制度」が平成18年7月からスタート

●全額免除
●半額納付

●全額免除

●4分の1納付（4分の3免除）
●半額納付（2分の1免除）
●4分の3納付（4分の1免除）

平成18年6月まで 平成18年7月から
新

新
保険料の
一部納付

全額免除
４分の１納付
半額免除
４分の３納付
全額納付

保険料
0円

3,470円
6,930円

10,400円
13,860円

世帯構成 全額免除
一部納付

1／4納付 1／2納付 3／4納付

4人世帯
（ご夫婦・お子さん２人）

※申請の時期によって、前々年の所得で審査を行う場合があります。

継続申請を希望すると
　当年度の申請に基づき全額免除ま

たは納付猶予を承認された方が、翌年

度以降引き続いて全額免除または納

付猶予の申請を希望することにより、

翌年度以降改めて申請を行わなくて

も継続して申請があったものとみな

されます。なお、所得の状況などによ

り継続申請ができない場合があります。

免除承認を取り消す場合
　免除承認取り消しを申請してくだ

さい。取り消しは、取り消し申請年月

日の前月以降の期間（ただし申請年月

日が7月の場合は7月以降）が対象とな

りますので、継続申請も取り消される

ことになります。

平成14年度の月分

平成15年度の月分

平成16年度の月分

平成17年度の月分

全額免除 半額免除

13,690円

13,490円

13,300円

13,580円

6,840円

6,740円

6,650円

6,790円

335万円

2人世帯
（ご夫婦のみ）

247万円

189万円単身世帯

162万円 230万円 282万円

92万円 142万円 195万円

57万円 93万円 141万円

世帯構成別の所得基準の「めやす」

【ご注意ください】

平成18年度の
1カ月の

保険料額は
次のとおりです

継続申請について 保険料の追納について

 保険料の免除や若年者納付猶予を受けた期間は、保険料を全

額納付したときに比べ、受け取る年金額が少なくなります。こ

のため、これらの期間10年以内であれば、あとから保険料を納

付（追納）することができるようになっています。

 保険料を追納する場合は、保険料の免除・若年者猶予を受けた

年度から起算して３年度目以降に追納する場合には、承認を受

けた当時の保険料額に経過期間に応じた加算額が上乗せされ

ます。

平成18年度中に追納する場合の加算額を含めた追納額
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保険医療課国保年金係　鈎0824―73―1158

事業概要

生活交通
種　類

路 線 バ ス

地 域 生 活 バ ス

生 活 福 祉 バ ス

市街地循環バス

バス事業者への補助金

路線バスが運行しない地域
と地域の中心地を結ぶ

生活・観光の利便性向上の
ため市街地を循環する

地域と医療機関などを結ぶ

公の施設

体育館

陸上競技場

テニスコート

水泳プール

運動広場

野球場

陸上トレーニングセンター

運動公園

スキー場など

温　泉

宿泊研修施設など

福祉保健センター

グループホーム

高齢者共同住宅

地域ケアセンター

デイホームなど

農産物加工施設

特産品販売施設など

市民会館

公民館

図書館

博物館

資料館など

体 育 施 設

観 光 ・ 健 康
増 進 施 設

保健福祉施設

農林振興施設

文 化 施 設

 

　
庄
原
市
で
は
、少
子
高
齢
化
へ

の
対
応
、生
活
基
盤
の
整
備
、教
育
・

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
、産
業
の

振
興
な
ど
諸
課
題
を
克
服
す
る

た
め
、各
種
の
事
業
を
行
っ
て
い

ま
す
。
今
月
は
、
生
活
交
通
と
施

設
管
理
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、

ど
の
く
ら
い
一
般
財
源（
市
が
自

由
に
使
う
こ
と
が
で
き
る
お
金
、

市
の
実
質
負
担
）を
要
し
て
い
る

か
に
つ
い
て
、い
く
つ
か
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

　
生
活
交
通
手
段（
各
路
線
バ
ス
、

地
域
生
活
バ
ス
、市
街
地
循
環
バ

ス
な
ど
）を
確
保
し
て
い
く
に
は
、

運
賃
だ
け
で
は
ま
か
な
う
こ
と

が
で
き
な
い
た
め
、多
く
は
市
税

や
地
方
交
付
税
な
ど
の
一
般
財

源
を
あ
て
て
お
り
、そ
の
金
額
は

年
間
約
１
・
７
億
円
に
及
び
ま
す
。

こ
れ
は
、
市
民
１
人
あ
た
り
、
年

間
約
４
千
円
の
負
担
を
い
た
だ

い
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　　
庁
舎
・
学
校
・
保
育
所
・
衛
生
施

設
・
市
営
住
宅
な
ど
の
施
設
管
理

費
は
約
21
・
８
億
円
に
及
び
ま
す
。

そ
れ
以
外
の
公
の
施
設（
体
育
施

設
・
観
光
施
設
・
保
健
福
祉
施
設
・

農
林
振
興
施
設
・
文
化
施
設
な
ど
）

の
維
持
管
理
に
か
か
る
経
費
は

約
５
・
１
億
円
を
要
し
て
い
ま
す

が
、施
設
の
使
用
料
金
と
し
て
収

入
し
た
金
額
な
ど
を
除
い
た
管

理
経
費
は
、
年
間
約
４
・
３
億
円

に
及
び
、や
は
り
一
般
財
源
を
要

し
て
い
ま
す
。

　
こ
ち
ら
も
市
民
１
人
あ
た
り

に
換
算
し
て
み
る
と
、年
間
約
１

万
円
と
な
り
ま
す
。こ
の
よ
う
に
、

生
活
交
通
手
段
の
確
保
と
各
種

施
設
を
維
持
管
理
す
る
に
は
、多

額
の
経
費
が
必
要
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
高
齢
化
と
過
疎
化
が
進
行
す

る
中
、
税
収
の
伸
び
悩
み
や
、
国

の
進
め
る
三
位
一
体
改
革
な
ど

の
影
響
に
よ
り
地
方
交
付
税
な

ど
が
減
少
し
て
い
ま
す
。そ
れ
に

伴
い
、年
々
予
算
規
模
が
縮
小
す

る
と
と
も
に
一
般
財
源
も
減
少

す
る
傾
向
に
あ
る
た
め
、今
後
は

限
ら
れ
た
経
費
で
有
効
利
用
で

き
る
よ
う
、見
直
し
や
選
択
の
必

要
性
に
迫
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
広
報
し
ょ
う
ば
ら
８
月
号
で

も
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
が
、各
地

域
の
生
活
交
通
の
見
直
し
を
行
い
、

料
金
の
統
一
化
と
無
料
バ
ス
の

有
料
化
を
、本
年
10
月
か
ら
行
う

予
定
と
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、公
の
施
設
に
つ
い
て
は
、

老
朽
化
し
て
い
る
施
設
・
年
間
を

通
し
て
利
用
者
が
少
な
い
施
設

を
い
か
に
維
持
管
理
し
て
い
く

か
と
い
う
課
題
を
抱
え
、今
後
料

金
の
見
直
し
や
施
設
の
あ
り
方

も
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

状
況
に
あ
り
ま
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。




